(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　新法移行緊急経過措置事業費交付金

　　（障害者自立支援対策臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：16,788千円　（前年度予算額：80,487千円）

	事業内容


	１　事業の内容


障害者自立支援法に伴う体制整備等を図るため、交付金により岐阜県障害者自立支援対策臨時特例基金を造成(平成19年3月)し、平成24年度まで特別対策事業を実施。（市町村への助成）
　■相談支援体制充実・強化事業(17) 
      必要となる障害福祉サービスに結びついていない地域の障害者に対する家庭訪問等への助成
　■障害者情報支援基盤整備事業(22)エ

　　　情報支援機器等の整備や音声コード普及のための研修への助成

　■体育館等バリアフリー緊急整備事業(22)ケ

　　　公立体育館等の設備整備への助成

　■障害者文化芸術活動等特別啓発事業(22)コ
　　　アート作品展覧会等開催への助成
　
	２　所要経費


　■相談支援体制充実・強化事業(17)　　　　　　1,191千円 
  ■障害者情報支援基盤整備事業(22)エ　　　　　3,278千円
　■体育館等バリアフリー緊急整備事業(22)ケ　　9,170千円
　■障害者文化芸術活動等特別啓発事業(22)コ　　3,149千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　
	２　これまでの取組状況


障害者自立支援法（H18.4月一部施行・10月全面施行）は、当初から問題点が指摘されていたため、国は障害者自立支援対策臨時特例交付金を創設し、事業運営の安定化や新法による制度への移行促進等を行ってきた。
　　・平成18年12月  障害者自立支援対策臨時特例交付金の創設
　　・平成20年10月　「生活対策」に基づき国補正予算で基金の延長・積増し
　　・平成21年 4月　「経済危機対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
    ・平成24年2月　　国4次補正予算で基金の延長・積み増し
	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
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